
仙台市の財政状況

令和元年10月

仙台市IR資料（投資家の皆様へ）



目 次

仙台市の概要

仙台市の概要 1

トピックス① 「仙台市経済成長戦略2023」 4

トピックス② 「仙台市交流人口ビジネス活性化戦略」 5

市政運営の方針 6

復旧・復興事業の概算事業費 7

予・決算の状況

令和元年度当初予算の施策体系 8

一般会計当初予算の推移 9

一般会計歳入決算の推移 10

一般会計歳出決算（性質別）の推移 11

実質収支の状況（普通会計決算） 12

プライマリーバランスの状況（普通会計決算） 13

平成30年度特別会計決算の概要 14

平成30年度企業会計決算の概要 15

財政指標

健全化判断比率・資金不足比率 16

財政力指数・経常収支比率等 17

市債発行の状況（一般会計＋特別会計） 18

普通会計市債残高の推移 19

市民一人当たり市債残高 （普通会計） 20

一般会計公債費の推移 21

各種基金の状況 22

主な基金残高の推移 23

基金残高の他都市比較（普通会計） 24

行財政改革・財政見通し等

今後の財政見通し（普通会計ベース） 25

仙台市役所経営プラン 26

外郭団体の状況 27

仙台市公共施設総合マネジメントプラン 28

令和元年度市場公募地方債発行計画 29

本資料は、仙台市債の購入をご検討いただいている投資家の方々に、仙台市の財政状況について説明することを目的とするものです。
なお、内容は、令和元年10月時点のものであり、今後変更となる可能性があります。



仙台市の概要①

仙台市は、1600年に伊達政宗公が居城を定めて以来、雄藩の城下町として栄え、平成元（1989）年に東北で初めての政令指定
都市となりました。「杜の都」と呼ばれる豊かな自然環境、「学都」としての高度な研究開発機能を有し、東北の政治・経済・学術・文
化の中枢都市として発展してきました。

1
（夏）仙台七夕まつり（春）仙台・青葉まつり （秋）定禅寺ｽﾄﾘｰﾄｼﾞｬｽﾞﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ （冬）SENDAI光のページェント

●アクセス 東京から新幹線で約1時間半

国内10都市、海外4都市と空路で結節

●経済 市内総生産（名目）：約5兆3,662億円（平成28年度市民経済計算）

年間商品販売額：約9兆1,240億円（平成28年経済センサス活動調査）

●年間観光客数 約2,182万人（平成30年）

●人口 約109万人（令和元年10月1日現在推計人口）

●世帯数 約52万世帯

●面積 786.30k㎡

●気候 太平洋に面した海洋性気候

寒暖の差が少ない



仙台市の概要②
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津波浸水区域

ポイント①：縦横に走る地下鉄南北線・東西線

ポイント②：津波浸水区域の復興



仙台市の概要③
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 全国的にも仙台には多数の学生が集まる

 人口千人あたりの学生数は、政令指定都市
の中でも４番目の多さ

 高等教育機関や専門学校が多いこと等を背景
として、10代後半の転入が非常に多い

 一方で、20代半ばから後半については転出が
多い（特に東京圏への転出が顕著）

「学都」に集う学生

若年人口の動向

（平成27年国勢調査）



トピックス①

「仙台市経済成長戦略2023」
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対象期間

数値目標

2019年度～2023年度（５年間）

7つの重点プロジェクト

2023年度までに黒字企業割合50％超

取組み
の視点

重点プロジェクト 概要

地元企業の
更なる
成長促進

１.「地域リーディング企業」を生み
出す徹底的集中支援の推進

「支店経済」に依存した産業構造から脱却するため、関係機関との連携による集中支援を通じ
て地域経済を牽引する企業を輩出する。

２.ローカル経済循環を拡大する「地
消地産」の推進

地域内経済循環の拡大に向けて、地域で消費されるモノやサービスを地域内で産み出す地消地
産の取組みを促進する。

イノベーショ
ンによる新た
な成長の促進

３.Society5.0を実現する「X-TECH
（クロステック）イノベーション都
市・仙台」

先端技術と様々な産業分野との融合による新事業創出「X-TECH」を推進するとともに、ICT
産業の更なる振興や高度ICT人材の育成・確保に取り組む。

４.東北の豊かな未来を創る
「ソーシャル・イノベーション都市・
仙台」

起業支援の取組みの成果を地域経済活性化につなげていくため、起業後のフォローアップ、地
域経済を牽引するロールモデル起業家の輩出や社会起業家の育成を進める。

５.次世代放射光施設立地を最大限に
生かす「光イノベーション都市・仙
台」

放射光施設を核としたリサーチコンプレックスの形成や企業の利用促進に向けた普及啓発を行
い、仙台・東北の産業におけるイノベーションや付加価値の創出につなげる。

地域経済が成
長するための
基盤づくり

６.ダイバーシティ経営による人材確
保

人材不足に対応するため、中小企業等の生産性向上の取り組み、若者の地元定着やUIJターン
就職の促進、多様な人材が活躍できる環境の構築等、企業の人材確保を支援する。

７.仙台・東北のポテンシャルを高め
る基盤づくり

企業・産業の更なる集積に向けた都市基盤づくりを進めるとともに、より魅力ある質の高い雇
用の創出に向け、本社機能や外資系企業の誘致を推進する。

仙台・東北で暮らす人々が豊かさを実感できる未来目指す姿



トピックス②

「仙台市交流人口ビジネス活性化戦略」
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消費拡大
視点

１
視点

２
視点

３交流人口拡大 地域経済活性化

2020年の東京オリンピック・パラリンピックを一つのターゲットとし、交流人口のさらなる拡大を図るとともに、誘客を消費に
結びつけ、地域経済活性化につながる施策を集中的に展開する。また、観光のみならず交流人口に関わる幅広い業種を「交流人
口ビジネス」と位置付け、その育成・活性化を図る。

2019年度～2021年度（3年間）

戦略の
目的

対象期間

多くの人が行き交う、魅力と活力にあふれるまち・仙台

交流人口
ビジネス・イノベーション

つの重点プロジェクト

１

2

3

4

5

6

ターゲット重視型
マーケティング

日本一の
体験プログラム創出

NICE!

ビジターズ・
フレンドリー仙台

宿泊促進・
閑散期誘客

東北ゲートウェイ
推進

6

多彩な仙台の魅力を五感で体感す
る1,000本の体験プログラムを創出

年間を通じて旅行者が来訪し、
「もう１泊」したくなる街の魅力向上

交流人口ビジネスで
「もうかる」事業の発掘及び育成

顧客ターゲットを定めた
コンテンツ開発と情報発信

旅行者が安心・快適に過ごせる
「おもてなし」環境づくり

東北全体の交流人口拡大に向けた
オール東北による連携推進

目標

取組み
の視点



3つの政策重点化方針

1 防災と環境を基軸とした未来を創るまちづくり

2
社会のイノベーションを生み人口減少に挑む
まちづくり

3
東西線開業を契機とした都市の楽しさを創造
するまちづくり

政策重点化方針2020
【平成28年度～令和2年度】

市政運営の方針

6

【本市が目指すべき都市像の実現を牽引する4つの重点政策】

－学びを多彩な活力につなげる都市づくり
－地域で支え合う心豊かな社会づくり
－自然と調和した持続可能な都市づくり
－人をひきつけ躍動する仙台の魅力と活力づくり

【本市が目指すべき都市像の実現に向けた4つの経営方針】

－未来を創る市民力の拡大と新しい市民協働の推進
－地域特性に応じたきめ細かな地域づくりの推進
－地方の時代を先導する市役所への自己変革
－公共施設の経営改革

基本計画
【平成23年度～令和2年度】

震災復興計画
【平成23年度～平成27年度】

実施計画
【令和元年度～令和2年度】

重点的な取り組み

戦略プロジェクト
1 防災環境都市づくり
2 東部被災地域の総合的復興
3 地域の成長を牽引する企業・産業の創出
4 まちに賑わいをもたらす新時代の交流促進

5 まちの活力の源泉となる人材の定着・確保推進
6 未来につなぐ子どもを育む環境づくり
7 多様な暮らしを支える生活環境づくり
8 地下鉄沿線を舞台とした活力を創出するまちづくり



復旧・復興事業の概算事業費

①避難所運営 9
②住宅応急修理 161
③被災者救出・埋葬 8
④弔慰金・見舞金・貸付金 269
⑤その他 37

①ライフライン（上下水道・ガス等） 1,141
②生活衛生関係（ごみ処理施設・斎場等） 16
③都市基盤関係（道路・公園・河川等） 240
④市民利用施設関係（学校・地域施設等） 336
⑤その他公共施設関係（本庁・区役所等） 93
⑥災害廃棄物処理 839

災害救助費関連 約484億円 公共施設復旧等 約2,666億円

①津波防災・住まい再建プロジェクト 1,914
②市街地宅地再建プロジェクト 294
③生活復興プロジェクト 158
④農と食のフロンティアプロジェクト 96
⑤海辺の交流再生プロジェクト 67
⑥防災・仙台モデル構築プロジェクト 372
⑦省エネ・新エネプロジェクト 23
⑧仙台経済発展プロジェクト 1,433
⑨交流促進プロジェクト 61
⑩震災メモリアルプロジェクト 70
⑪その他 351

復興・再生事業 約4,840億円

概算事業費 約7,989億円（平成31年1月現在）

復旧・復興事業の進捗状況

（億円）

7
※掲載の金額は四捨五入してあるため、内訳と合計額が合わない場合がございます。
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人が集い、成長し続けるまちづくり
当初予算：27億円

まちと地域を支える人づくり

当初予算：88億円

未来を守る、防災環境都市づくり

当初予算：91億円

経済成長戦略2023の推進

仙台の顔となる中心部のまちづくり

交流人口ビジネス活性化戦略の推進

教育環境の充実

地域主体の課題解決・魅力づくり

共生社会の推進、地域福祉の充実

防災環境都市づくり

低炭素まちづくり、復興事業の推進

都市経営の推進等 当初予算：7億円

■地元企業の更なる成長促進
（◎未来創造企業創出，◎中核人材育成支援，◎企業間連携に
よる中小企業課題解決，◎せんだい農食チャレンジ支援 等）

■イノベーションによる新たな成長の促進
（ ○X-TECHイノベーション推進，◎BOSAI-TECHイノベーション

創出促進，◎次世代放射光施設関連産業振興 等）

■地域経済が成長するための基盤づくり
（◎奨学金返還支援，◎多様な人材活躍推進，◎わくわく地方生
活実現助成，◎市内中心部オフィスニーズ調査 等）

■日本一の体験都市，■宿泊促進・閑散期誘客
（◎体験プログラム創出，◎企業内会議・研修会等誘致 等）

■交流人口ビジネス・イノベーション，■ターゲッ
ト重視
（◎交流人口ビジネス表彰，◎ＷＥＢプロモーション強化 等）

■ビジターズ・フレンドリー仙台
（◎インバウンド受入環境の充実 等）

■東北ゲートウェイ推進
（◎東北の魅力発信，◎東北の美酒と食のツーリズム 等）

■オリンピック・パラリンピック関連事業
（○スポーツ交流推進 等）

切れ目のない子育て支援

■切れ目のない子育て支援
（○産婦健康診査，○産後ケア，○助産師サロン 等）

■安心できる子育て環境の充実
（ ◎幼児教育の無償化，◎就学前療育支援推進 等）

■待機児童解消に向けた取組み（・保育基盤整備 等）

■いじめ防止対策の推進
（◎学級生活等のアンケート調査，○ＳＮＳ相談，○ＳＣの配置 等）

■不登校防止対策の推進（・学校訪問対応相談員配置 等）

■安全安心に過ごせる環境づくり（〇35人以下学級の拡充）

■支援を必要とする児童生徒の環境充実

■市民協働による地域づくりの推進
（◎地域コミュニティ体力強化 等）

■地域と取組む公共交通活性化推進
（◎地域とのモビリティ・マネジメント 等）

■自転車安全利用（〇交通安全教育の推進 等）

■客引き対策の推進（◎街頭指導員 等）

■共生社会の推進（・障害者雇用マッチング強化，・働く女性の

活躍推進，◎ＳＮＳ若者向け相談 等）

■地域福祉の充実（○生涯現役促進 等）

■防災環境都市づくりの推進
（◎国土強靭化地域計画着手，○帰宅困難者一時滞在場所へ
の備蓄食料整備，◎津波避難広報ドローン実証実験，○近未
来技術実証実験 等）

（・世界防災フォーラム2019，・仙台防災未来フォーラム，◎防災
減災等「ベストプラクティス」事例集の制作 等）
（◎大規模自然災害等対策，◎消防団機能強化 等）

■杜の都の低炭素まちづくり
（◎地球温暖化対策推進計画改定，・（仮称）温室効果ガス削減

アクションプログラムの検討，◎一般廃棄物処理基本計画改定，
・WAKE UP!仙台 等）

■復興事業の推進
（・被災者生活再建支援，・被災者健康支援，・蒲生北部地区復
興再整備，・東部地域移転跡地利活用推進 等）

8

柱
１

柱２柱
２

柱
３

■震災復興メモリアル事業の推進
（・中心部震災メモリアル拠点基本構想検討）
（せんだい3.11メモリアル交流館運営（◎オリジナルグッズの制
作・販売））
（震災遺構荒浜小学校運営（◎留学生ガイドによる沿岸部情報
発信，◎オリジナルグッズの制作・販売，◎住宅基礎遺構管
理））

（◎震災遺構荒浜小学校活用学習，◎特別展「（仮称）地震と防
災」開催 等）

■百年の杜づくり推進
（・青葉山公園整備，○海岸公園整備，○緑の基本計画策定，

◎市制施行130周年・政令指定都市30周年記念植樹 等）

■仙台の顔となる中心部のまちづくり（○本庁舎建替，
・定禅寺通活性化推進，◎勾当台公園市民広場のあり方検討 等）

上記取組みを契機に、

（仮称）都心再構築プロジェクトをスタート

令和元年度当初予算の施策体系
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一般会計当初予算の推移
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（億円）

震災前水準
参考値

（億円）

震災前水準
参考値

一般会計当初歳入予算 一般会計当初歳出予算（性質別）

・令和元年度一般会計当初予算の規模は、幼児教育の無償化をはじめとする扶助費の増加等により、対前年度比＋3.2％（約

173億円増）となりました。

・市税収入については、県費負担教職員権限移譲に伴う税源移譲等による個人市民税の増加等により、対前年度比＋3.6％

（約76億円増）となりました。
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一般会計歳入決算の推移

10

【30年度歳入決算の概要】

①市税（構成比41.7％）
県費負担教職員権限移譲に伴う税源移譲等に
よる個人市民税の増加等により、対前年度比＋
12.0％（約229億円増）となり、平成23年度以降、
一貫して増加しています。

②地方交付税（同5.1％）
普通交付税の減少により、対前年度比△2.6％
（約7億円減）となりました。

③市債（同9.4％）
都市計画街路事業に係る市債の減少等によ
り、対前年度比△1.0％（約5億円減）となりまし
た。

震災前水準
参考値

（億円）



一般会計歳出決算（性質別）の推移

11

【30年度歳出決算の概要】

①義務的経費（構成比55.2％）
人件費、扶助費及び公債費を合計した義務的
経費は、対前年度比＋0.9％（約24億円増）とな
りました。
人件費は対前年度比△1.1％（約12億円減）と
なっている一方、扶助費は対前年度比＋3.8％
（約40億円増）となっています。

②投資的経費（同11.5％）
災害復旧事業費の減などにより、対前年度比
△2.0％（約12億円減）となりました。

震災前水準
参考値

（億円）
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実質収支の状況（普通会計決算）

12

（億円） （億円）

※実質収支＝歳入歳出差引額（形式収支）－翌年度へ繰り越すべき財源
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13

（億円）
プライマリーバランス ※仙台市モデル
公債の利払い費と償還額を除いた歳出と、公債発行収入を除いた歳入のバランスをみる指標
※総務省方式改訂モデルでは、繰越事業の歳出が当年度に、その財源である歳入が前年度に
計上されるため、前年度からの繰越や翌年度への繰越の規模によってはプライマリーバランス
が大きく改善もしくは悪化する傾向を踏まえ、繰越事業に係る歳入を繰越事業を執行する年度
の歳入として、プライマリーバランスを算定したもの



平成30年度特別会計決算の概要

14

仙台市では10の特別会計を設けています。いずれも実質収支は均衡又は黒字となっています。

（単位：百万円）

会計名
歳入総額

A

歳出総額
B

差　引
C(A-B)

翌 年 度

繰越財源

D

実質収支
C-D

会計の概要

都市改造 7,202 5,437 1,765 1,765 市施行土地区画整理事業等の実施

国民健康保険 93,225 93,009 216 216 国民健康保険事業の運営

中央卸売市場 3,068 3,068 中央卸売市場の整備・管理運営

公共用地先行取得 1,753 1,753 公共用地の先行取得

駐車場 248 248 市営駐車場の管理運営

公債管理 110,563 110,563 公債償還の管理

母子父子寡婦福祉資金貸付 181 151 30 30 母子世帯等への福祉資金の貸付

新墓園 983 916 67 1 66 いずみ墓園の整備・管理運営

介護保険 74,541 72,413 2,128 2,128 介護保険事業の運営

後期高齢者医療 11,354 11,277 77 77 後期高齢者医療事業の運営

特別会計合計 303,118 298,835 4,283 1,766 2,517



平成30年度企業会計決算の概要

15

仙台市では6の企業会計を設けています。公益性と事業性のバランス確保のため、不断の経営努力を重ねています。

（単位：百万円）

区分 下水道事業
自動車運送
事業

高速鉄道
事業

水道事業 ガス事業 病院事業 合 計

収
益
的
収
支

収入 A 37,110 10,437 24,781 30,127 38,658 16,829 157,942

支出 B 34,515 10,492 26,419 25,559 35,217 18,264 150,466

差引 C=A-B 2,595 △ 55 △ 1,638 4,568 3,441 △ 1,435 7,476

当年度純損益（税抜） 1,994 △ 117 △ 1,897 3,944 2,197 △ 1,436 4,685

未処理剰余金（△欠損） 4,394 △ 6,187 △ 94,329 6,887 △ 6,718 △ 8,626 △ 104,579

資
本
的
収
支

収入 D 22,251 1,231 3,864 5,390 1,570 1,002 35,308

前･翌年度支出の財源充当額 E 1 1

支出 F 35,583 1,692 10,573 15,119 7,321 1,630 71,918

差引 G=D-E-F △ 13,333 △ 461 △ 6,709 △ 9,729 △ 5,751 △ 628 △ 36,611

補てん財源 H 21,922 22 7,279 21,210 7,793 2,072 60,298

資本費負担緩和債 I

災害復旧事業債
（営業費用充当分）

J

他会計長期借入金 K

当年度末資金剰余額 L=G+H+I+J+K 8,589 △ 439 570 11,481 2,042 1,444 23,687

（参考）一般会計からの繰出金 10,988 3,365 1,918 892 89 2,781 20,033



健全化判断比率・資金不足比率

16

いずれも早期健全化基準等を十分下回っており、概
ね適正な水準にあると言えます。

＜健全化判断比率等の対象＞

※平成30年度決算（速報値）

※政令指定都市平均は総務省公表資料による

※早期健全化基準及び財政再生基準は仙台市（政令指定都市）への適用基準

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
比
率

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率

一般会計等

 一般会計

 都市改造事業特別会計

 公共用地先行取得事業特別会計

 公債管理特別会計

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

 新墓園事業特別会計

公営事業会計

 国民健康保険事業特別会計

 駐車場事業特別会計

 介護保険事業特別会計

 後期高齢者医療事業特別会計

うち
公営企業会計

（地方公営企業法適用）

 下水道事業会計

 高速鉄道事業会計

 ガス事業会計

 自動車運送事業会計

 水道事業会計

 病院事業会計

（地方公営企業法非適用）

 中央卸売市場事業特別会計

一般事務組合・
広域連合

 宮城県後期高齢者医療広域連合

地方公社・
第三セクター等

 仙台市建設公社

（健全化判断比率）

実質赤字比率
一般会計等の実質赤字額の、標準
財政規模（標準的な一般財源の規
模）に対する割合

赤字なし
赤字団体
なし

11.25% 20%

連結実質赤字比率
公営企業会計を含む全会計の実質
赤字額又は資金不足額の、標準財
政規模に対する割合

赤字なし
赤字団体
なし

16.25% 30%

実質公債費比率
一般会計等が負担する公債費等
の、標準財政規模に対する割合

7.2% 8.0% 25% 35%

将来負担比率
一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債の、標準財政規模に対する
割合

85.5% 97.6% 400%

公営企業における
資金不足比率

公営企業ごとの資金不足額の、事業
収入に対する比率

自動車運送事業

6.5%
（その他はなし）

2都市2事業で

資金不足発生

経営健全化基準

20％

財政
再生
基準

早期
健全化
基準

政令指定
都市平均

指標 仙台市



財政力指数・経常収支比率等

17

債務負担行為額

平成30年度末における債務負担行為額（普通会計）は約1,176億円で、前年度末に比べ約447億円減少しています。

主な設定項目として、児童厚生施設運営管理や土地区画整理推進事業があります。

新地方公会計制度に基づく財務諸表

仙台市では、新地方公会計制度に基づく貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の財務諸表を作成し、仙台市

ＨＰに随時掲載しています。

（％）

財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数の1つで、この指数が
高いほど財源に余裕があるといえます。

経常収支比率

財政構造の弾力性を示す比率で、この比率が高いほど、
政策的な経費に回す余裕がないことを表します。

0.869

0.894

0.908 0.910 0.910

0.85

0.86

0.87 0.87

0.86

0.82

0.83

0.84

0.85

0.86

0.87

0.88

0.89

0.90

0.91

0.92

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

仙台市

政令指定都市平均

98.2

96.2

99.4

98.5

97.4

95.8

93.3

96.9
96.5

96.1

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

100

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

仙台市

政令指定都市平均



市債発行の状況 （一般会計＋特別会計）

18

平成30年度における市債発行額は、借換債発行額の減少等により、対前年度比△7.1％（約61億円減）となりました。資金
調達先は、市場公募債（77.3％）、銀行等引受債（14.9％）、公的資金（7.8％）となっています。

（億円）

640 

480 480 510 510 480 
560 

510 

650 620 

117 

87 102 
117 75 

247 
189 

212 

139 
119 

286 

313 
371 

482 

427 

355 297 

82 

74 

63 

1,043 

880 

953 

1,109 

1,012 

1,082 
1,046 

804 

863 

802 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

市場公募債 銀行等引受債 公的資金
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普通会計市債残高の推移

19

本市では、必要な公共投資のための市債を発行しつつ、厳選・重点化を行っており、市債（通常債※）残高は減少基調にあり
ます。
※通常債…地方交付税の不足分を補うために発行する臨時財政対策債等を除いた市債のことです。

通常債ベース残高
4,934億円

（対前年度比△2.6％
（約133億円減））

30年度末残高
7,676億円

（対前年度比△0.4％
（約33億円減））

（億円）



市民一人当たり市債残高 （普通会計）
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（円）

（平成30年度末、仙台市作成）
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一般会計公債費の推移

21

（億円） （％）

・歳出総額（目的別）に占め
る公債費の割合は11.2％
・利子支払の減等により
対前年度比△0.8％
（約5億円減）



各種基金の状況

22

【平成30年度末残高 （単位：億円）】

基金名 残　　高 基　金　の　概　要

財政調整基金 247 財源の過不足等を調整するための基金

市債管理基金 1,166 市債の償還の財源を計画的に確保するための基金

高速鉄道建設基金 591
高速鉄道の建設、運営及び関連事業に必要な資金を積み立てるための基金
（法人市民税収入（超過課税分）の2分の1に相当する額を毎年度積立）

百年の杜づくり推進基金 9 市街地や周辺地域での緑の保全及び創出に関する施策の推進のための基金

環境保全基金 4 地域に根ざした環境保全活動を展開するための基金

福祉基金 15 福祉事業の推進を図るための基金

文化振興基金 15 文化施設の整備及び文化活動の推進のための基金

仙台城史跡整備基金 6 仙台城の史跡の保存及び活用を推進するための基金

公共施設保全整備基金 180
公共施設の長寿命化に関する事業の推進及び計画的な更新を図るための基金
（事業所税収入の2分の1に相当する額を毎年度積立）

土地開発基金 184 公共用地などをあらかじめ取得するための基金

国民健康保険事業財政調整基金 23 国民健康保険事業の財政調整のための基金

介護保険事業財政調整基金 48 介護保険事業の財政調整のための基金

震災復興基金 100 東日本大震災からの復興に関する事業の推進を図るための市の独自基金

東日本大震災復興交付金基金 127 復興特区法に規定する復興交付金事業等に必要な資金を積み立てるための基金

中小企業活性化基金 27 中小企業の活性化に関する事業の総合的な推進を図るための基金

合計 2,742 -



188 196 

254 261 
297 295 

322 

293 
252 247 

661 
686 

734 

806 

909 
947 

980 
1,025 

1,100 

1,166 

540 527 522 519 514 502 505 

620 606 
591 

173 

194 198 
179 

198 166 

134 
100 

407 

1,052 

873 

613 

436 

335 

237 

127 

49 50 
90 

148 
180 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末 30年度末

財政調整基金 市債管理基金

（減債基金）

高速鉄道建設基金

震災復興基金 東日本大震災復興交付金基金 公共施設保全整備基金

主な基金残高の推移

23

（億円）

将来の市債償還に備えて
「市債管理基金」（減債基金）への
着実な積立を行っています

独自の「高速鉄道建設基金」「公共施設保全整備基金」
を設置しています



基金残高の他都市比較（普通会計）
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（億円）

（平成30年度末、仙台市作成）
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財政調整基金 市債管理基金（減債基金） その他特定目的基金



平成31年2月試算

今後の財政見通し（普通会計ベース）
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■歳入の見通し

復興事業に要する繰入金は事業の進捗に伴い減少していくものの、市税や譲与税・交付金は堅調に推移する見通し

■歳出の見通し

投資的経費は復興事業が減少していく一方で、公共施設の長寿命化対策などにより震災前をやや上回る水準で推移するほ

か、扶助費は高まる保育需要や少子高齢化の進展などを背景に増加する見通し

歳入の見通し 歳出の見通し

（億円） （億円）

1,172 1,177 1,187 1,195 

1,171 1,237 1,248 1,261 

598 595 621 628 

627 599 596 652 
337 332 420 331 317 337 347 357 

1,311 1,115 1,095 1,092 

5,533 5,392 5,514 5,516 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

元年度 ２年度 ３年度 ４年度

人件費 扶助費 公債費

普通建設事業費 補助費等 繰出金

その他

2,189 2,195 2,220 2,247 

364 456 465 464 
213 149 126 121 

1,168 1,182 1,172 1,196 

503 498 520 543 

1,096 
674 740 656 

5,533 
5,154 5,243 5,227 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

元年度 ２年度 ３年度 ４年度

市税 譲与税・交付金等 地方交付税

国・県支出金 市債 その他



仙台市役所経営プラン
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3つの実施方針と主な取組み

1 「ポスト復興ステージ」を支える行財政運営
○持続可能な都市経営のための行財政運営の効率化（財政健全化、中長期的視点を重視した取組み、財源創出
に向けた取組み、民間活力の導入等）
○ICTの積極的な利活用による行政運営

2 地域課題解決のための現場主義に立脚した市民協働の推進
○市民とのつながりを強固にする仕組みづくり（多様な主体による活動への支援・コーディネート等）
○市民協働推進のための市役所の機能強化 （ともにまちづくりを進める職員の育成、市民の視点に立った体制
づくり）

3 人材の力をフルに活用し挑戦する組織への変革
○職員の意識・組織風土の改革
（適切かつ着実に業務を進める体制づくり、前例にとらわれない新たな発想を育む仕組みづくり）

○働き方改革の推進（職員が働きやすい職場環境づくり等）
〇職員の力を伸ばす人材育成

仙台市では、平成7年以来、継続的に行財政改革計画を策定し、効率的で効果的な行財政運営に向けさまざまな取組みを
進めてきました。

平成31年4月には、本格的な人口減少・少子高齢化社会が到来する中で、「ポスト復興ステージ」における市役所の経営方
針を明確にするため、「仙台市行財政改革推進プラン2016」を「仙台市役所経営プラン」に改定し、新規項目の追加、既存項目
の拡充・目標値の再設定等を行いました。

この計画においては、3つの実施方針の下、98の実施項目の着実な推進を図ることとしており、改定前のプランの取組みも含
めた計画期間内（～令和4年度当初）の効果として、概ね約280億円の効果額を見込んでいます。



外郭団体の状況
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仙台市が1/4以上出資する団体は、平成30年度決算時点で株式会社、財団法人等合わせて24団体となっ
ています。

これらについては、予算・決算状況の公表などの情報の公開に努めているほか、定期的な経営状況の調
査や必要な指導、決算に基づく経営状況の評価等を通じ、管理運営の適正化を図っていきます。

外郭団体
出資
比率

正味財産
増減額
又は
純損益
（千円）

市補助
金額
（千円）

損失補償に
係る

債務残高
（千円）

外郭団体
出資
比率

正味財産
増減額
又は
純損益
（千円）

市補助
金額
（千円）

損失補償に
係る

債務残高
（千円）

（公財）仙台ひと・まち交流財団 100.0% 34,178 87,024 0 （公財）瑞鳳殿 65.6% 13,218 0 0

（株）たいはっくる 25.0% 3,636 0 0 （公財）仙台市スポーツ振興事業団 100.0% 21,862 198,610 0

（公財）せんだい男女共同参画財団 99.8% △ 1,341 44,210 0 （公財）仙台市市民文化事業団 87.8% △ 2,884 524,188 0

（社福）緑仙会 99.0% 2,176 0 0 （公財）仙台フィルハーモニー管弦楽団 81.3% △ 15,446 320,542 0

（公財）仙台市健康福祉事業団 100.0% 2,261 184,121 0 （公財）仙台市建設公社 50.0% △ 1,919 14,470 56,481

（公財）仙台市医療センター 60.0% △ 1,262,136 640,852 0 （公財）仙台市公園緑地協会 50.0% 6,455 15,196 0

（公財）仙台市救急医療事業団 100.0% △ 955 0 0 （公財）仙台市水道サービス公社 49.5% 6,555 0 0

（株）仙台市環境整備公社 50.0% 55,277 0 0 仙台交通（株） 100.0% 31,646 0 0

（公財）仙台市産業振興事業団 100.0% △ 20,056 464,215 0 仙台ガスサービス（株） 100.0% 12,777 0 0

（一財）みやぎ産業交流センター 25.3% 5,174 0 0 仙台ガスエンジニアリング（株） 100.0% 48,042 0 0

（株）仙台港貿易促進センター 32.5% 11,571 0 0 仙台エルピーガス（株） 48.0% 8,812 0 0

（公財）仙台観光国際協会 54.7% △ 11,351 466,857 0 （株）クリーンエナジー 46.7% 4,985 0 0

計 - △ 1,047,463 2,960,285 56,481



仙台市公共施設総合マネジメントプラン

仙台市では、平成26年3月に、「仙台市公共施設総合マネジメントプラン」を策定しました。

公共施設を取巻く環境を踏まえたうえで、施設の老朽化による更新・維持管理コスト増大、人口構造の変化への対応等、さま
ざまな課題に的確に対応することにより、安心して利用できる公共施設を将来にわたって持続的に提供することを目的としてい
ます。
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基本方針
①「大切に長く使う」
整備拡張型から現有施設活用型への
転換

②「効率的に使う・つくる」
施設機能に着目した管理・整備手法や
民間活力の導入

③「総合的に進める」
推進体制の整備

事後保全による使用期間

建設 更新
耐用年数の延伸

計画保全
費用

費用

計画保全
費用

計画保全
費用

更新費用

時間

建設費用

事後保全

建設 更新

機能

時間

建設 更新
耐用年数の延伸

計画保全
計画保全

計画保全

機能

時間

■従来の事後保全方法 ■計画保全方法による長寿命化後

建設 更新

費用

事後保全
費用

更新費用

時間

建設費用

計画保全による使用期間

目標耐用年数の延伸

目標耐用年数の延伸

※長寿命化のイメージ
こわれた後で直す【事後保全】⇒大切に長く使う【計画保全】



令和元年度市場公募地方債発行計画
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仙台市債 個別発行実績

（単位：億円）

銘柄 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

共同発行
（10年）

30 30 30 30 30 30 30 30 30 270

個別発行
（5年）

150 150

個別発行
（20年・定時償還）

100 150 250

合計 30 30 30 30 100 30 150 30 30 150 30 30 670

条件決定日 条件決定日 条件決定日

発行日 発行日 発行日

H30.1.16 H31.1.11 未定

H30.1.30 H31.1.29 未定

H29.10.6 H30.10.5 R1.8.9

H29.10.19 H30.10.18 R1.8.21

- H30.8.10 R1.10.4

- H30.8.20 R1.10.16

20年
（定時償還）

150億円 0.150% 100.00円

100億円 0.729% 100.00円

100億円 0.426% 100.00円- - - -
20年

（定時償還）

20年 200億円 0.616% 100.00円 20年

100.00円

20年
（定時償還）

100億円 0.170% 100.00円

150億円 0.040% 100.00円 5年 150億円 0.020%

発行価格 年限 発行額 表面利率

5年

令和元年度（発行予定含む）平成29年度 平成30年度

年限 発行額 表面利率 発行価格年限 発行額 表面利率 発行価格

5年 150億円 未定 未定



【本資料に関するお問い合わせ先】

仙台市財政局財政課資金係

〒980-8671

仙台市青葉区国分町三丁目７番１号
TEL 022-214-8112

FAX 022-262-6709

E-mail zai003010@city.sendai.jp

URL http://www.city.sendai.jp/index.html（トップページ）

http://www.city.sendai.jp/shikin/shise/zaise/zaimu/zaise/sendaishi/index.html （仙台市の財政）


